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個人情報改定の概要ご説明

COC-JP 1.1の内容のご紹介
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令和二年と令和三年個人情報保護法が改訂された。

CoCJPはこれらの変更を反映していないバージョンだったので、今回はこの差分
を追補する形で執筆した。

個人情報保護法は平成27より3年ごとの見直しが定められた
大綱より

1. 個人の権利利益を保護

2. 個人情報や個人に関連する情報を巡る技術革新の成果が、経済成長等と個人の権利
利益の保護との両立

3. デジタル化された個人情報をグローバルに利活用されている事に対応

4. 海外事業者によるサービスの利用や、国境を越えて個人情報を扱うビジネスの増大

5. 本人の予測可能な範囲内で適正な利用
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令和2年改正
個人情報保護委
員会資料
https://www.ppc.g

o.jp/files/pdf/2006

12_gaiyou.pdf
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令和3年改正
個人情報保護委
員会資料
https://www.ppc.g

o.jp/files/pdf/seibi

houan_gaiyou.pdf
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条文 旧法令 新法令 条文 旧法令 新法令

１７条 適正な取得 利用目的の特定 ３２条 開示等の請求等に応じる手続
保有個人データに関する事項の
公表等

１８条
取得に際しての利用目的の通知
等

利用目的による制限 ３３条 手数料 開示

１９条 データ内容の正確性の確保等 不適正な利用の禁止 ３４条 事前の請求 訂正等

２０条 安全管理措置 適正な取得 ３５条
個人情報取扱事業者による苦情
の処理

利用停止等

２１条 従業者の監督
取得に際しての利用目的の通知
等

３６条 匿名加工情報の作成等 理由の説明

２２条 委託先の監督 データ内容の正確性の確保等 ３７条 匿名加工情報の提供 開示等の請求等に応じる手続

２３条 第三者提供の制限 安全管理措置 ３８条 識別行為の禁止 手数料

２４条
外国にある第三者への提供の制
限

従業者の監督 ３９条 安全管理措置等 事前の請求

２５条 第三者提供に係る記録の作成等 委託先の監督 ４０条
個人情報取扱事業者による苦情
の処理

２６条 第三者提供を受ける際の確認等 漏えい等の報告等 ４１条 仮名加工情報の作成等

２７条
保有個人データに関する事項の
公表等

第三者提供の制限 ４２条
仮名加工情報の第三者提供の制
限等

２８条 開示
外国にある第三者への提供の制
限

４３条 匿名加工情報の作成等

２９条 訂正等 第三者提供に係る記録の作成等 ４４条 匿名加工情報の提供

３０条 利用停止等 第三者提供を受ける際の確認等 ４５条 識別行為の禁止

３１条 理由の説明
個人関連情報の第三者提供の制
限等

４６条 安全管理措置等
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個人情報保護
委員会資料

https://www.m
eti.go.jp/shingi
kai/sankoshin/
shomu_ryutsu/
bio/kojin_iden/
life_science/pd
f/001_03_02.pd
f
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第1章 個人情報の適正取得(法第17、18、20、21、30条)

第2章 漏えい等報告・本人通知の義務化（第26条）

第3章 個人情報の提供（第27条、第28条、第29条、第30条）

第4章 個人関連情報、および第三者提供の制限等について（法第2条第7項、法第16条第7項、法第
31条）

第5章 個人情報に関する本人の権利と事業者の対応（第32条、第33条、第34条、第35条、第36条、
第37条、第38条、第39条、第40条）

第6章 匿名加工情報個人情報に関する本人の権利と事業者の対応（第2条、第16条、第43条、第44
条、第45条、第46条）

第7章 仮名加工情報（第2条、第16条、第41条、第42条）

第8章 域外適用の強化（第166条）

第9章 罰則 （第19条、第173条, 第177条, 第179条, 第166条）
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ポイント1
個人情報取扱事業者の適用事業者の拡大

規模にかかわらず適用

ポイント2

個人情報の定義

個人識別符号の追加
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改正法（令和2年）では、個人情報取扱事業者の責務として、個人データの漏えい等（滅失、毀損を含む）が発生し、個人の
権利利益を害するおそれが大きい場合に、速やかに個人情報保護委員会への報告及び本人への通知をすることが義務化された。

これにより、個人情報保護委員会が個人情報取扱事業者に対し、速やかに適切な指導・監督を行うことができ、二次被害発
生・拡大の防止につながる。また、本人が漏えい等の事態の発生を早く知ることで、保有個人データの利用停止・消去等の請求
をしやすくなる。

ここでは、漏えい等事案が発覚した場合に講ずべき措置、報告・本人通知が必要となる場合と要しない場合、報告・本人通知
義務の主体、個人情報保護委員会への報告、本人への通知について記述する。

規則第8条、ガイドライン（通則編）3-5-3（個人情報保護委員会への報告）

規則第10条、ガイドライン（通則編）3-5-4（本人への通知）

法第33条5項、6項

第１節漏えい等事案が発覚した場合に講ずべき措置

第２節報告・本人通知が必要となる場合

第３節報告・本人通知を要しない場合

第４節報告・本人通知義務の主体

第５節個人情報保護委員会への報告

第６節本人への通知
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外国にある第三者への提供に関する規制

国内の第三者と外国にある第三者では定義が違い、また規制内容にも差異が認められる。

外国にある第三者の解釈

外国にある第三者においては、委託・事業承継等が発生した場合・共同利用等による提供であっても例外とはならず、第

三者扱いのままである。このため原則本人の同意が必要となる。また、オプトアウトによる第三者提供も認められない。こ

れは個人情報保護法28条（外国にある第三者への提供の制限）において、以下のように記述されているからである。

(前略)前条第一項各号に掲げる場合を除くほか、あらかじめ外国にある第三者への提供を認める旨の本人の同意を得なけ
ればならない。この場合においては、同条の規定は、適用しない。

一方、別の例外が存在しており、この例外が該当すると外国にある第三者扱いしなくてよい、ということになる。結果と

して27条（第三者提供の制限）が適用され、国内の第三者にあたるかどうかを評価する。

すなわち、個人情報の提供をするにあたり

 それが外国の第三者にあたる場合には、本人の同意が必要である（海外にある委託先の場合でも、外国にある第三者への提

供である旨の通知と同意が必要である）

 外国の第三者にあたらない場合には、27条が適用される
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「個人関連情報」という個人に関する情報の類型が新設

個人関連情報の第三者提供

同意確認義務：提供元は、提供先が「個人関連情報」の提供を受けて、個人情報と突合、照会する場合、いわ
ば「個人情報」として取得することが想定されるとき、提供先において事前に本人同意が得られていることを
確認しなければなりません。

認記録義務：提供元は、上記による確認を行ったときは定めた事項に関する記録を作成しなけれ
ばなりません。
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個人情報に関する本人の権利に対する法の定めを整理しておく。例外規定は省く。

個人情報取扱事業者が、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提

供の停止（以下、開示等）を行うことのできる権限を有する個人データのことを、「保有個人デー

タ」と呼ぶ[第2条7]。個人情報取扱事業者は，保有個人データに関して，本人から開示等の請求等

を受け付けた場合は，法の規定によって，遅滞なくこれに応じなければならないとされている。
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項目 [該当条文] 本人からの求めまたは請求 事業者の対応 

保有個人データ

に関する事項の公

表等 

 [第 32条] 

 

全ての保有個人データの

利用目的、適正な取扱いの確

保に関し必要な事項として

政令で定めるもの 

本人の知り得る状態（本人の求めに応じ

て遅滞なく回答する場合を含む。）に置か

なければならない。 

本人から、当該本人が識別される保有個

人データの利用目的の通知を求められた

ときは、本人に対し、遅滞なく、これを通

知しなければならない。 

開示 [第 33条] 

 

当該本人が識別される保

有個人データの開示 

本人に対し、政令で定める方法により、

遅滞なく、当該保有個人データを開示しな

ければならない 
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第１節 匿名加工情報に係る規程内容の概要

個人情報保護法では、「個人情報の有用性」と「個人の権利利益の

保護」のバランスを図ることを目指しているが、ここでは「個人情報

の有用性」を推進するための方策として導入された概念である「匿名

加工情報」を対象として、係る法的要件とその対応方法を記載する。

「匿名加工情報」とは、「特定の個人を識別することができないよ

うに個人情報を加工し、復元できないようにしたもの」である。また、

匿名加工情報は、一定のルールのもとで、第三者提供や目的外利用の

同意を得ることなく利用が可能な情報である。

個人情報保護法では、匿名加工情報に関連して、以下の5項目の内

容を規定している。

1. 匿名加工情報の作成のための適正な加工（法第43条第1項関係）

2. 匿名加工情報に係る安全管理措置（法第43条第2項、第6項、第46条

関係）

3. 作成時の公表（法第43条第3項関係）

4. 匿名加工情報の第三者提供（法第43条第4項、第44条関係）

5. 識別行為の禁止（法第43条第5項、第45条関係）

「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（仮名加工情
報・匿名加工情報編）（2016/11月）（2021年10月一部改正）」 14
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仮名加工情報に係る規定内容の概要

当項では、令和2年改正個人情報保護法（2022/4/1施行）において、データの利活用を推進するために新設された「仮名加工情報」について記載す
る。

仮名加工情報は、「他の情報と照合しない限り特定の個人を識別できないように加工された個人に関する情報」で、以下の特徴を有する。

・原則として事業者内部での利用に限定。利用目的の特定・公表により利用できる（利用目的の変更を本人の同意なく行うことが可能）

・匿名加工情報に比べて、加工しやすく、また、利用用途も広がり、様々な分析に活用できる

・個人の各種請求（開示・訂正等、利用停止等の請求）や漏えい時の報告への対応義務が緩和されている

前項でも記載した通り、個人情報保護法では、「個人情報の有用性」と「個人の権利利益の保護」のバランスを図ることを目指しているが、ここ
では「個人情報の有用性」を推進するための方策として、イノベーションを促進する観点から、「仮名加工情報」が創設された。

個人情報保護法では、仮名加工情報に関連して、以下の8項目の内容を規定している。

1. 仮名加工情報の適正な加工（法第41条第1項関係）

2. 削除情報等の安全管理措置（法第41条第2項関係）

3. 利用目的による制限・公表（法第41条第3項・第4項関係）

4. 利用する必要がなくなった場合の消去（法第41条第5項関係）

5. 第三者提供の禁止等（法第41条第6項関係）

6. 識別行為の禁止（法第41条第7項関係）

7. 本人への連絡等の禁止（法第41条第8項関係）

8. 適用除外（法第41条第9項関係）

「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（仮名加工情報・匿名加工情報編）（2016/11月）（2021年10月一部改正）」
https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/guidelines_anonymous/#a2-2-2-2
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（引用：JIPDECセミナー、抜け漏れ再チェック︕全⾯施⾏直後、改正個⼈情報保護法の実務対応ポイント、2022年7月1日）
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域外適用の強化（第166条）

域外適用の強化により、日本国内にある者に係る個人情報等を取り扱う外国事業者についても、国内事業者と同様に、罰則によっ
て担保された報告徴収・命令の対象となった。

以下の通り、ガイドラインにて「域外適用の対象となる事例」および「域外適用の対象とならない事例」を挙げている。

【域外適用の対象となる事例】

➢ 外国のインターネット通信販売事業者が、日本の消費者に対する商品の販売・配送に関連して、日本の消費者の個人情報を取り扱う
場合

➢ 外国のメールサービス提供事業者が、日本の消費者に対するメールサービスの提供に関連して、日本の消費者の個人情報を取り扱う
場合

➢ 外国のホテル事業者が、日本の消費者に対する現地の観光地やイベント等に関する情報の配信等のサービスの提供に関連して、日本
にある旅行会社等から提供を受けた日本の消費者の個人情報を取り扱う場合

➢ 外国の広告関連事業者が、日本のインターネット通信販売事業者に対し、当該インターネット通信販売事業者による日本の消費者に
対するキャンペーン情報の配信等のサービスの提供に関連して、当該インターネット通信販売事業者が保有する日本の消費者の個人
データと結び付けることが想定される個人関連情報を提供する場合

➢ 外国のアプリ提供事業者が、日本の消費者に対するサービスの提供に関連して、新サービスの開発のために、日本の消費者の個人情
報を用いて作成された仮名加工情報を取り扱う場合

➢ 外国のインターネット通信販売事業者が、日本の消費者に対する商品の販売又はサービスの提供に関連して、傾向分析等を行うため
に、日本の消費者の個人情報を用いて作成された匿名加工情報を取り扱う場合

法第166条、ガイドライン（通則編）8（域外適用）
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✓ 今回の改正では、個人情報取扱事業者について、個人情報の不適正な利用の禁止が定められた（個
人情報保護法16条の2）。

✓ 旧法では、個人情報の不適正な利用の禁止、つまり、違法・不当な行為を助長・誘発するおそれが
ある方法によって個人情報を利用することが、明文で禁止されていませんでした。

✓ そのため、旧個人情報保護法の規定に照らして違法ではないとしても、違法又は不当な行為を助長
し、又は誘発するおそれのある方法により個人情報を利用するなど、本法の目的である個人の権利
利益の保護に照らして、適切でない方法で個人情報が利用されている事例が存在しました。

✓ このような背景から、今回の改正では、個人情報取扱事業者が不適正な方法で個人情報を利用する
ことが禁止されました。不適正な方法で個人情報を利用した場合、利用停止等（個人情報保護法30
条）の対象になります

罰金額が法人の場合個人が50万以下の罰金に対し、1億
円以下と引き上げられました
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2022年12月～2023年1月目処に公開予定
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いつでも当WGは参加者を募集しております。
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